
徳島県地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金交付要綱 

 

 （補助金の交付） 

第１条 知事は、地域における孤独・孤立対策を推進するため、民間支援

団体が行う孤独・孤立状態の解消に向けた新たな取組に要する経費に対

し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付については、

徳島県補助金交付規則（昭和５８年徳島県規則第５３号。以下「規則」

という。）及び社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金（地方に

おける社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進事業）交付要綱（令和７

年３月１０日内閣総理大臣決定）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところによる。  

 

 （交付の対象） 

第２条 この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。） 

 は、孤独・孤立対策を安定的・継続的に推進することを目的に民間支援

団体が行う新たな相談体制の構築や、日常生活でのゆるやかな「つなが

りづくり」や「居場所づくり」の取組であり、徳島県が設置するとくし

ま孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム及び生活困窮者自立支援プ

ラットフォームにおいて、必要と認められた事業とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは対象外とする。 

  (１) 営利を目的としている事業 

 (２) 国、県又は地方公共団体その他の団体等から助成又は委託（あら  

     ゆる種類の助成金、補助金、委託費等）を受けている事業。ただし、  

     既に助成等を受けている事業であっても、この補助金による助成に  

     より追加的に事業を実施する場合又は既に受けている助成等とこの 

補助金による助成を明確に経理区分して実施する場合に限り、当該 

追加的な事業について本事業による費用助成の対象とする。  

   (３) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とした事業  

   (４) 公序良俗に反する等、補助対象として適当でないと認められる活 

      動 

 

 （補助額の算定方法） 

第３条 この補助金は、前条第１項に規定する事業を行う民間支援団体に

対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、別表第２欄に掲げる

経費の額から対象経費に充てる寄付金その他の収入額を差し引いた額

に同表第３欄に定める率を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生



じた場合はこれを切り捨てるものとする。）以内の額を交付額とする。

ただし、補助額は、別表第４欄に掲げる額を上限とする。 

  

 （補助金交付申請書等） 

第４条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。  

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。  

 （１）補助金所要額調書（別紙１）  

 （２）事業実施計画書、積算内訳書（別紙２）  

 （３）その他知事が必要と認める関係書類  

３ 規則第３条の期日は、知事が別に定める。  

４ 民間支援団体が、第１項の補助金の交付申請をするときには、当該補 

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に 

含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法 

律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部 

分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定 

による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を補助対象

経費から減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時におい

て消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでな

い。 

  

 （補助金の交付の条件）  

第５条 規則第５条第１項各号に掲げる事項、規則第１５条の２に規定する

事項及び次の各号に掲げる事項は、補助金の交付の決定の条件となる。 

 （１）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完 

   了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その 

     効率的な運営を図らなければならないこと。  

 （２）補助事業に係る間接補助金の交付の決定をする場合においては、

補助金の交付の決定に付された条件並びに規則第１６条及び第１７

条に定める事項と同一の条件を付すること。  

 （３）知事の承認を受けて、単価３０万円以上の財産を処分等する場合 

   には、補助金の全部又は一部を県に返還させることがあること。  

 

 （軽微な変更） 

第６条 規則第５条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は、別表の事

業区分ごとの対象経費欄に定める対象経費相互間において、それぞれ経



費の配分額１０％の範囲内での変更とする。  

２ 規則第５条第１項第２号の知事が定める軽微な変更は、補助金額に変

更のないもので、補助事業の目的を損なわない計画の細部の変更とする。 

  

 （変更の承認の申請等）  

第７条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認 

を受けようとする者は、補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式 

第２号）を知事に提出しなければならない。  

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

 （１）補助金変更所要額調書（別紙３）  

 （２）変更事業実施計画書、積算内訳書（別紙４）  

 （３）その他知事が必要と認める書類  

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者 

は、その理由及び補助事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出し 

なければならない。  

 

 （実績報告書等）  

第８条 規則第１１条の実績報告書は、様式第３号による。  

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）補助金精算調書（別紙５）  

 （２）事業実施報告書、積算内訳書（別紙６）  

 （３）その他知事が必要と認める関係書類  

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは 

廃止の承認を受けた日から起算して３０日を経過した日、知事が別に定

める日、又は補助金の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか

早い期日までにしなければならない。 

 

 （補助金の請求） 

第９条 規則第１２条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金請

求書（様式第４号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助

金の請求をしなければならない。  

 

 （補助金の支払）  

第１０条 知事は、前条の規定による補助金請求書を受理した後に、補助

金を支払うものとする。  

 



 （補助金の概算払） 

第１１条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認め 

るときは、補助事業者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交 

付することができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとすると 

きは、補助金請求書を知事に提出しなければならない。  

 

 （補助金の返還）  

第１２条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告

により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が確定し

た場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書(様式第５

号）により速やかに知事に報告しなければならない。  

２ 知事は、前項の報告があった場合で、補助金返還に該当する場合は、 

当該消費税等仕入控除税額相当額の補助金の全部又は一部の返還を命

じるものとする。  

 

 （書類の保管等） 

第１３条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の  

 完了の日又は廃止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して  

 ５年間とする。  

 

（財産処分の制限）  

第１４条 規則第１７条の知事が定める財産は、補助事業により取得又は

効用の増加した不動産及びその従物並びに取得価格の単価が３０万円

以上又は単価が３０万円以上に効用の増加した機械及び器具とする。  

２ 規則第１７条ただし書の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数と

する。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年９月２日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



別表 
 

１ 区分 

 

２ 対象経費 

 

３ 補助率 

 

４ 補助上限額 

 

 

 地域における孤独・ 

 孤立対策推進事業 

 

 

 

 

 

        

 民間支援団体が行う新たな孤独・

孤立対策の推進に係る取組に要する

経費であり、社会参加活躍支援等

孤・孤立対策推進交付金（地方にお

ける社会参加活躍支援等孤独・孤立

対策 推進事業）交付要綱別表１第３

欄に定める対象経費 

 

 

  

１０ 

１０ 

   以内 

 

 

 

  

３０万円 

 

 

 

 



様式第１号（第４条関係） 

番 号 

年 月 日 

 

 徳島県知事  殿 

 

                                住    所 

                                 補助事業者名 

                                 代 表 者 名                    

 

 

補助金交付申請書 

 

 

 このことについて、補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条

の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

 １ 補助事業名    

地域における孤独・孤立対策推進事業 

           

 ２ 申請額 

    金           円 

 

 ３ 関係書類 

  （１）補助金所要額調書（別紙１） 

  （２）事業実施計画書、積算内訳書（別紙２） 

  （３）その他必要となる書類 

 

 ４ 担当者の氏名、連絡先    

氏 名         

    連絡先  

 



別紙１

（団体等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業名
対象経費

支出予定額

寄付金
その他の
収入額

差引額 補助率
県補助
基本額

補助上限額
県補助
所要額

備考

Ａ Ｂ Ｃ=Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ=Ｃ×Ｄ Ｆ Ｇ

円 円 円 円 円 円

地域における孤独・孤立対策推進事業

（注）

１　本表に実施する事業の所要額を記入すること。

２　Ｂ欄には、交付要綱第３条に規定する寄付金その他の収入額を記入すること。

５　Ｇ欄には、Ｅ欄とＦ欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金所要額調書

３　Ｅ欄には、Ｃ欄の額にＤ欄の補助率を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとする。）を記入すること。

４　Ｆ欄には、補助上限額である「300,000円」を記入すること。



別紙２

　

　

１　事業実施計画

事業名

事業の趣旨・目的

事業概要

実施期間

事業の実施により
期待される効果

２　積算内訳 （単位：円）

費目 所要金額 積算

合計 ※１

所要額 ※１と30万円を比して小さい額（千円未満切捨）

年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金
事業実施計画書、積算内訳書



様式第２号（第７条関係） 

番 号 

年 月 日 

 

 徳島県知事  殿 

 

                                住    所 

                                 補助事業者名 

                                 代 表 者 名                    

 

 

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

      の内容の変更 

 補助事業 に要する経費の配分の変更 の承認を受けたいので、徳島県地域にお 

      の中止（廃止） 

ける孤独・孤立対策推進事業費補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり関

係書類を添えて申請します。 

 

 

 １ 補助事業名    

地域における孤独・孤立対策推進事業 

           

 ２ 補助金の交付の指令番号 

    年  月  日付け徳島県指令 第  号 

 

３ 変更を必要とする理由 

  （できるだけ具体的に記入すること） 

 

 ４ 関係書類 

  （１）補助金変更所要額調書（別紙３） 

  （２）変更事業実施計画書、積算内訳書（別紙４） 

  （３）その他必要となる書類 

 

 ５ 担当者の氏名、連絡先 

   氏 名         

    連絡先         



別紙３

（団体等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業名
対象経費

支出予定額

寄付金
その他の
収入額

差引額 補助率
県補助
基本額

補助上限額
県補助
所要額

既交付決定額

差し引き
追加交付

(一部取消)
申請額

備考

Ａ Ｂ Ｃ=Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ=Ｃ×Ｄ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ=Ｇ－Ｈ

円 円 円 円 円 円 円 円

地域における孤独・孤立対策推進事業

（注）

１　本表に実施する事業の所要額を記入すること。

２　Ｂ欄には、交付要綱第３条に規定する寄付金その他の収入額を記入すること。

５　Ｇ欄には、Ｅ欄とＦ欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金変更所要額調書

３　Ｅ欄には、Ｃ欄の額にＤ欄の補助率を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとする。）を記入すること。

４　Ｆ欄には、補助上限額である「300,000円」を記入すること。



別紙４

　

　

１　変更後の事業実施計画

事業名

事業の趣旨・目的

事業概要

実施期間

事業の実施により
期待される効果

２　変更後の積算内訳 （単位：円）

費目 所要金額 積算

合計 ※１

所要額 ※１と30万円を比して小さい額（千円未満切捨）

年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金
変更事業実施計画書、積算内訳書



様式第３号（第８条関係） 

番 号 

年 月 日 

 

 徳島県知事  殿 

 

                                住    所 

                                 補助事業者名 

                                 代 表 者 名                    

 

 

補助金実績報告書 

 

 

 補助事業が完了したので、徳島県補助金交付規則第１１条の規定により、次のと

おり関係書類を添えて報告します。 

 

 

 １ 補助事業名    

地域における孤独・孤立対策推進事業 

           

 ２ 補助金の交付の指令番号 

    年  月  日付け徳島県指令 第  号 

 

 ３ 関係書類 

  （１）補助金精算調書（別紙５） 

  （２）事業実施報告書、積算内訳書（別紙６） 

  （３）その他必要となる書類 

 

 ４ 担当者の氏名、連絡先    

氏 名         

   連絡先  

 



別紙５

（団体等名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業
対象経費

支出予定額

寄付金
その他の
収入額

差引額 補助率
県補助
基本額

補助上限額
県補助
所要額

備考

Ａ Ｂ Ｃ=Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ=Ｃ×Ｄ Ｆ Ｇ

円 円 円 円 円 円

地域における孤独・孤立対策推進事業

（注）

１　本表に実施する事業の所要額を記入すること。

２　Ｂ欄には、交付要綱第３条に規定する寄付金その他の収入額を記入すること。

５　Ｇ欄には、Ｅ欄とＦ欄の額を比較して少ない方の額を記入すること。

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金精算調書

３　Ｅ欄には、Ｃ欄の額にＤ欄の補助率を乗じて得た額（1,000円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てるものとする。）を記入すること。

４　Ｆ欄には、補助上限額である「300,000円」を記入すること。



別紙６

　

　

１　事業実施報告

事業名

事業の趣旨・目的

事業概要

実施期間

事業の実施により
期待される効果

２　積算内訳 （単位：円）

費目 所要金額 積算

合計 ※１

所要額 ※１と30万円を比して小さい額（千円未満切捨）

年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

地域における孤独・孤立対策推進事業費補助金
事業実施報告書、積算内訳書



様式第５号（第１２条関係） 

番    号 

  年  月  日 

 

 徳島県知事  殿 

 

                              住    所 

                                 補助事業者名 

                                 代 表 者 名                    

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

   年 月 日付け  第    号により額の確定通知があった徳島県地

域における孤独・孤立対策推進事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額について、次のとおり報告します。 

  

１ 補助金額（額の確定額）                         

金         円 

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額      

金         円 

 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額      

金         円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                       

金         円 

 

添付書類 

（１）積算の内訳等 

（２）消費税及び地方消費税の申告書の写し 

 

担当者の氏名、連絡先   氏 名         

             連絡先 


